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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につきましては記載して

おりません。 

２．当社は平成13年5月17日設立のため、第１期は平成13年５月17日から平成13年12月31日の決算となっております。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき子会社及び関連会社が存在しないため記載しており

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 （千円） － 10,810 53,491 323,642 1,263,909

経常利益又は経常損失 
（△） 

（千円） △ 6,511 △ 12,067 20,806 120,079 444,221

当期純利益又は当期純損 
失（△） 

（千円） △ 6,616 △ 12,815 19,528 66,096 266,889

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 20,000 20,000 20,000 20,000 100,410

発行済株式総数 （株） 400 400 400 400 76,200

純資産額 （千円） 13,383 568 20,096 86,193 554,382

総資産額 （千円） 14,680 6,076 34,225 228,348 940,894

１株当たり純資産額 （円） 33,458.37 1,420.47 50,242.04 215,483.34 7,275.36

１株当たり配当額（うち
１株当たり中間配当額） 

（円） 
－ 

(  －)
－

(  －)
－

(  －)
－ 

(  －)
－

(  －)

１株当たり当期純利益金
額又は１株当たり当期純
損失金額（△） 

（円） △ 16,541.63 △ 32,037.90 48,821.57 165,241.31 3,598.40

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

（円） － － － － 3,248.77

自己資本比率 （％） 91.2 9.4 58.7 37.8 58.9

自己資本利益率 （％） － － 189.0 124.4 83.3

株価収益率 （倍） － － － － 175.36

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － － 8,183 67,996 399,213

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － － △409 △31,898 △145,625

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － － － 2,000 209,470

現金及び現金同等物の期
末残高 

（千円） － － 10,212 48,311 511,370

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
－ 
(－)

－
(－)

－
(1)

－ 
(3)

14
(9)



ません。 

５．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、第１期及び第２期は１株当たり当期純損失であり、また潜在株式

が存在しないため、第３期及び第４期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６．第１期及び第２期の自己資本利益率につきましては、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

７．第４期以前の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありましたので記載しておりません。 

８．第３期以降の財務諸表につきましては、証券取引法193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けておりま

すが、第１期及び第２期の財務諸表につきましては、当該監査を受けておりません。 

９．平成17年４月22日付で株式１株を37株に分割し、平成17年７月２日付で株式１株を５株に分割しております。当該株式

分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなりま

す。 

（注）なお、当該数値については中央青山監査法人の監査を受けておりません。 

  

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 

１株当たり純資産額 (円) 180.86 7.68 271.58 1,164.77 

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額（△） 

(円) △89.41 △173.18 263.90 893.20 



２【沿革】 

  

  

年月 事項

平成13年５月 オンラインゲームポータルサイト「gamepot.co.jp」の運営を目的として、株式会社コミュニ

ケーションオンライン（現株式会社アエリア）とガガメルドットコム社（韓国）の合弁契約に

基づき、株式会社ゲームポットを東京都港区に設立（資本金20,000千円） 

平成13年11月 ソフティアン社（韓国）がガガメルドットコム社（韓国）の保有する当社株式196株（49％）

を取得 

平成14年７月 ケイディーディーアイ株式会社（現ＫＤＤＩ株式会社）の携帯電話端末向けアプリケーション

（EZWEB）のゲームコンテンツの配信を開始 

平成15年３月 株式会社アエリアがソフティアン社（韓国）の保有する当社株式196株（49％）を取得し、株

式会社アエリアの100％子会社となる 

平成16年５月 ＫＤＤＩ株式会社の第３世代携帯電話端末の新プラットフォーム（BREW®）向けゲームコンテ

ンツの配信を開始 

平成16年８月 オンラインゴルフゲーム『スカッとゴルフ パンヤ』の配信を開始 

平成16年11月 オンラインゴルフゲーム『スカッとゴルフ パンヤ』の有料サービスを開始 

平成17年７月 コミュニティサイト『プチコミ』のサービスを開始 

平成17年12月 札幌証券取引所アンビシャスに株式を上場 

平成17年12月 政治経済MMORPG『君主』の配信を開始 



３【事業の内容】 

当社は、株式会社アエリアの子会社であり、同社を中心とする企業集団の一員となっております。アエリアグループは、親会

社である株式会社アエリアと子会社５社、関連会社２社の合計８社から構成されております。 

アエリアグループにおける各会社の主な事業は以下のようになります。 

  

当社単体の事業区分は、(1）オンラインゲーム事業、(2）モバイルコンテンツ事業に分類され、更にオンラインゲーム事業は①

オンラインゲーム配信サービスと②コーポレートゲームサービスに分類されます。 

 当社は、アエリアグループにおけるオンラインゲーム事業、モバイルコンテンツ＆ソリューション事業及びシステムソリュー

ション事業に関係しておりますが、その中における当社単体の事業区分との関係は以下のようになります。 

（注）１．平成17年12月22日付にて株式会社アエリアファイナンスを設立いたしましたが、決算期末までの営業日数が短期間のため平成17年12月期に
おいて、事業区分には反映させておりません。 

２．当社のコーポレートゲームサービスにつきましては、従来はシステムソリューション事業に含まれましたがサービスの実態を勘案し、当期

よりオンラインゲーム事業に含むことといたしました。 

      （平成17年12月31日現在）

関係 会社名 
アエリア 
持株比率 

主な事業

親会社 株式会社アエリア － モバイルコンテンツ＆ソリューション事業、システムソリューション事業 

子会社 
株式会社アエリアファイ
ナンス 

100.0％ 投資事業、金融サービス業、コンサルティング事業

子会社 株式会社エアネット 100.0％ 
インターネット接続サービス事業、データセンターサービス事業、ＡＳＰサービス事
業 

子会社 株式会社ゲームポット 72.91％ オンラインゲーム・モバイルゲームの運営

子会社 
株式会社エム・ヴィ・ピ
ー 

70.0％ コンテンツ制作事業、情報配信事業、通信販売事業

子会社 
インターネットコム株式
会社 

49.75％ 日本米国韓国のインターネット業界全分野の最新情報提供メディアサイトの運営 

関連会社 サイバー・ゼロ株式会社 44.9％ 
Webサイト企画・構築・コンサルティング、システム開発・導入・運用・管理・コン
サルティング 

関連会社 
ジュピターイメージ株式
会社 

30.0％ デジタル画像コンテンツ等の企画・製作・販売事業

アエリアグループ事業区分 
オンラインゲーム事
業 

モバイルコンテンツ
＆ソリューション事
業 

システムソリューシ
ョン事業 

メディア事業 

  内容 
ＰＣを媒体としたオ
ンラインゲームの配
信サービス 

携帯電話を媒体とし
た個人顧客向けゲー
ムコンテンツ及び法
人向けソリューショ
ン 

ＰＣを媒体としたウ
ェブサイトの作成
等、法人向けソリュ
ーション 

ＩＴニュースサイト
「Japan.internet.com」
の運営 

当社事業
区分 

(1)オンライン
ゲーム事業 

①オンラインゲ
ーム配信サー
ビス 

オンラインゲームの
企画、配信、運営 

 

②コーポレート
ゲームサービ
ス 

ゲームコンテンツを
利用した法人向けサ
ービス企画 (注)2 

(注)2  

(2）モバイルコンテンツ事業   
携帯電話ゲームコン
テンツ配信 

 

連結会社 

株式会社アエリア   
法人向けソリューシ
ョンの企画、開発、
運用 

法人向けソリューシ
ョンの企画、開発、
運用 

 

株式会社エアネット   

インターネット接続
サービス、データセ
ンターサービス、Ａ
ＳＰサービス 

 

株式会社エム・ヴィ・ピー   
携帯用着信メロディ
等携帯用サイト開発 

 

インターネットコム株式会社   
「Japan.internet.com」
の運営、広告事業等 



(1)オンラインゲーム事業 

①オンラインゲーム配信サービス 

当サービスでは、パソコン向けのオンラインゲームを取り扱っており、当社は、国内外のオンラインゲーム開発会社が

開発したタイトルのライセンスを取得して、そのタイトルについて一般顧客（エンドユーザー）向けにウェブ上でサービ

スを展開しております。エンドユーザーは決済代行会社を通してサービス利用料を当社に支払い、当社は開発会社に、ラ

イセンスを獲得する際にはライセンス使用料を、サービス開始後は売上高に応じたロイヤリティを支払います。 

当該事業における事業系統図は以下の通りです。 

  

 

  

②コーポレートゲームサービス 

当サービスでは、法人クライアント向けに、当社が持つゲーム企画運営手法をもとに、ミニゲームを中心にしたプロ

モーションサイトの構築、運用のコンサルティングを行っております。開発に関するものは当社では行わずに外注してお

ります。 

当該事業における事業系統図は以下の通りです。 

  

 

  



(2)モバイルコンテンツ事業 

当サービスでは、携帯電話端末向けコンテンツの企画、運営を行っております。携帯電話利用者（エンドユーザー）向

けにキャリア（注）を介して端末からエンターテイメント系の有料コンテンツを配信しております。モバイルコンテンツ

の制作に関しては、当社が企画し、開発はモバイルコンテンツ開発会社に外注しております。 

  

当該事業における事業系統図は以下の通りです。 

  

 

  

注 キャリア：携帯電話の通信事業者 

  

  



４【関係会社の状況】 

 親会社である株式会社アエリアの状況については、「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項（関連当事者との

取引）」に記載しているため、記載を省略しております。なお、株式会社アエリアは有価証券報告書提出会社であります。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が最近１年間で、14名増加しましたのは、主に業容拡大に伴う定期及び期中採用によるものであります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

  （平成17年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

14（９） 26.8 0.9 3,961,000 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は民間需要を中心に回復を続けてまいりました。企業のリストラと金融機関の不良債権処理が

一巡したことにより、企業体質の強化が進み、製造業、非製造業ともに需要拡大を見込んだ設備投資が増加し、景気の回復感を

背景に個人消費も好調に推移した結果、民間主導の需要創出が進み、当事業年度後半にはデフレ脱却の兆しが見られるまでにな

りました。 

 当社の属する情報通信業界におきましては、財団法人インターネット協会「インターネット白書2005」によれば、平成17年末

のインターネット利用者人口は約7,300万人という見通しであり、平成17年のインターネット世帯普及率は82.8％（前年同期比

4.7ポイント増）、うちブロードバンド世帯普及率は36.2％（前年同期比11.1ポイント増）となっており、インターネットの普及

の勢いは収束しつつありますが、ブロードバンドの普及は大きな伸びを示しました。 

 当社の主要事業であるオンラインゲーム事業の市場規模はこのようなブロードバンドの普及に伴い拡大傾向にありました。オ

ンラインゲームフォーラム「オンラインゲーム市場統計調査報告書」によると、平成16年のオンラインゲーム市場規模は578億円

（うち、パッケージ販売による売り上げが211億円、サービス運営による売り上げが367億円）でありました。また、株式会社エ

ンターブレイン「ファミ通ゲーム白書」においては、平成17年のオンラインゲーム市場規模予想は837億円となっております。 

 また、モバイルコンテンツ市場に関しては、社団法人電気通信事業者協会の調査によると、平成17年12月末現在の携帯電話契

約者数は9,017万件（前年同期比5.5％増）となっており、携帯電話普及率の伸びは頭打ちになりましたが、そのうち第3世代携帯

電話の契約者数は4,303万件（前年同期比67.5％増）となり、端末機種の高速化、大容量化の技術革新は進み、ゲームコンテンツ

においてはより高度化、品質の向上が求められるようになってまいりました。 

 このような状況の中、当社は、オンラインゲーム事業、モバイルコンテンツ事業の２本柱の事業を展開し、エンターテイメン

トを中心としたデジタルコンテンツ市場におけるシェア獲得を図ってまいりました。事業部門別の詳細は下記の通りでありま

す。 

  

①オンラインゲーム事業 

 オンラインゲーム事業では、パソコンを介したネットワークを通して、広く一般の方々が交流しながら遊ぶことができるエン

ターテイメントのサービスを提供しております。 

 主力タイトルである『スカッとゴルフ パンヤ』は、韓国にて開発されたものを日本のユーザーに適応するようにアレンジし

てサービスしたものです。平成16年11月の課金サービス開始以来、企画開発、運営サービスの両面でユーザーのニーズに適時適

応させる体制をとり、オンラインゲーム上のサービス展開の質的向上を常に目指してまいりました。具体的には、サポートサー

ビスの充実、常に新規性を保つための定期的なサービス内容の更新、そして、オンライン上及びネットカフェ等でイベントを開

催し顧客満足度を高めてまいりました。また、主にインターネット上の広告媒体を通して積極的なプロモーション活動を行い会

員数の獲得に尽力した結果、平成17年11月には会員登録数が累計100万人を突破し、その後も順調に推移し平成17年12月末現在

の累計会員登録数は106万人となりました。また、「アイテム課金」モデルにおいて、付加価値の高いゲーム内アイテムの商品

開発に注力し、売上高についても会員数の増加とともに増大させることができました。 

 また、平成17年12月には新規タイトル『君主』のオープンベータサービスを開始し、当社がオンラインゲーム配信企業とし

て、トップブランドの地位を確立するために積極的なコンテンツ獲得を行ってまいりました。 

 さらに、平成17年7月から無料サービスを展開しているコミュニティサイト『プチコミ』において、オンラインゲームとの相

互の会員誘導を促し、より密度の高いオンラインコミュニティを形成してまいりました。 

 以上の結果、当事業年度のオンラインゲーム事業の売上高は1,119,609千円（前年同期比965,896千円増加）となりました。 

  



②モバイルコンテンツ事業 

モバイルコンテンツ事業では、携帯電話のエンターテイメントコンテンツを配信し、常時手軽に楽しめるサービスを提供し

ております。 

当事業年度においては月額課金型モデルのコンテンツの展開を図ってまいりました。特に、当事業年度後半にかけては、い

くつかのタイトルにおいてダウンロード型課金モデルより月額型課金モデルへの移行を図り、月額型課金タイトルを充実させ

ることで長期的な収益力を増加させることを目指しました。そのために、既存ダウンロード型課金タイトルである『わくわく

テニス』『わくわくドッヂボール』『異種格闘技バトル』『超攻撃テニス3D』『わくわくエアーホッケー』を月額型課金タイ

トル『※スポーツならココ』プレミアムサイト内に移行させたほか、月額型課金モデルの新たなジャンルとして対戦型ゲーム

を提供する『※対戦ならココ』サイトの導入を行い、多様なコンテンツ提供を推進して参りました。『※対戦ならココ』で

は、『対戦リバーシ』『対戦花札』『対戦麻雀』『対戦ポーカー』『キャノンバトル』の５タイトルをリリースし、また、前

事業年度からの既存サイト『※スポーツならココ』における『わくわくゴルフ２』、『※ＲＰＧならココ』における『無双』

『無双 巻の二』をリリースし、コンテンツ数の一層の充実を図っております。 

以上の結果、当事業年度のモバイルコンテンツ事業の売上高は144,300千円（同25,629千円減少）となりました。 

  

上記の結果、当事業年度の売上高は1,263,909千円（同940,267千円増加）となりました。利益面に関しましては、営業利益

が459,609千円（同345,696千円増加）となりました。また、経常利益は444,221千円（同324,142千円増加）となり、当期純利

益は266,889千円（同200,793千円増加）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は511,370千円（同463,059千円増加）となり

ました。 

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動による資金の増加は399,213千円（同331,217千円増加）となりました。主な内訳としては、税

引前当期純利益は444,221千円であり、売上債権の増加95,794千円による資金の減少があったものの、仕入債務の増加40,347

千円による資金の増加がありました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動による資金の減少は145,625千円（同113,727千円増加）となりました。そのうち、有形固定資

産の取得による支出が13,185千円であり、これは主にサーバー購入によるものです。また、無形固定資産の取得による支出が

132,439千円であり、これはオンラインゲームコンテンツのライセンス取得による支出が主となっております。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動による資金の増加は209,470千円（同207,470千円増加）となりました。これは、主に新株発行に

よるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

    該当事項はありません。 

(2）受注状況 

    該当事項はありません。 

 (3）販売実績 

当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ＫＤＤＩ株式会社の売上には、京セラコミュニケーションシステム株式会社により回収代行されたものを含みます。 

  

事業部門別 
当事業年度

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％）

オンラインゲーム事業（千円） 1,119,609 728.4 

モバイルコンテンツ事業（千円） 144,300 84.9

合計（千円） 1,263,909 390.5

相手先 

前事業年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

NHN Japan株式会社 32,555 10.1 355,895 28.2 

株式会社ガマニアデジタルエ
ンターテインメント 

51,799 16.0 311,028 24.6 

GMOペイメントゲートウェイ
株式会社 

26,634 8.2 262,581 20.8 

KDDI株式会社 159,770 49.4 143,780 11.4 



３【対処すべき課題】 

当社が属するオンラインゲーム市場及びモバイル市場は、技術進歩が非常に早く、また、市場が拡大する中でサービスも多様

化しております。このような状況下において、当社は市場での優位性を確保すべく、下記事項を対処すべき課題として認識し、

取り組みを進めております。 

  

（1）有力タイトルの確保 

日本国内におけるオンラインゲーム市場は拡大が予測されており、今後も新たな企業がこのマーケットを狙って参入し

てくると考えられます。そのような状況の中で、当社も現状のタイトルに加え、有力な新規タイトルの獲得を目指してお

ります。当社は、『スカッとゴルフ パンヤ』において多くの会員数を獲得することに成功し、これによって他社と比較

して実績と信頼を得ているため、より案件を獲得しやすい立場にあると認識しております。このまま継続して有力なタイ

トルを配信し続け、オンラインゲーム業界の中で、一定のブランドを確立し、他社との競争に勝ち抜くことが出来れば、

当社は業績の拡大と安定を実現することが出来ると考えております。 

有力なタイトルの確保のためには現状の開拓経路を最大限に活用するとともに、資本・人材の投入や迅速な判断と行動

が肝要であると考えております。 

  

（2）潜在顧客の確保 

オンラインゲームは日本において普及段階にあり、一般的な認知度はそれほど高くはありませんが、今後の市場の拡大

に伴い、徐々にユーザーの数は増えていくことが見込まれております。当社はこの潜在的な顧客を確保すべく、ゲーム情

報サイト・雑誌でのパブリシティ展開、広告掲載やイベント等を通じての継続的な広報活動を行っており、日々新規顧客

獲得のための施策を行っております。 

  

（3）人材の確保 

タイトルの確保や、潜在顧客の確保、または現状タイトルの維持や新たな事業への進出を図る上で最も重要であると

考えているのは人材の確保であります。事業拡大に伴い、人材確保が必要となってまいりますが、施策として自社ホーム

ページ・求人サイトでの求人募集を定期的に行っております。 

  

（4）管理体制の強化 

会社規模の拡大に伴い、将来発生しうる間接業務の増加に対応するため、固定費増とのバランスを考慮しつつ、業務フ

ローの見直し及び組織的な整備を進めていく方針であります。 

  



４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となりうる主な事項を記載しております。 

当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生後の対応に努める方針でありますが、本株式に関する

投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えております。 

   なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

１. 事業環境に関するリスク 

①オンラインゲーム市場動向について 

オンラインゲーム市場規模は今後拡大していくものと考えておりますが、それに伴い、当社と類似する事業を展開する事業

者の事業拡大や新規参入の活発化が予想され、競争が激化する可能性があります。また、オンラインゲーム市場は、日本にお

いて未成熟であり今後の市場動向についても不透明であることは否めなく、当社が予測している通りに市場規模が推移しない

可能性があります。当社が提供するオンライゲーム事業において、事業展開が計画通りに進捗しなかった場合、当社の事業戦

略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、オンラインゲーム事業を直接規制する法規制はないものの、今後、ゲーム市場に対する規制等が新たに制定された場

合は、当社の事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

②モバイルコンテンツの市場動向について 

モバイルコンテンツに関しては、需要が増加している一方、大きな参入障壁が無いことから新規参入が相次いでおり、今後

も激しい競争が続くものと予想されます。当社は、第3世代携帯電話端末の新プラットフォームであるBREW®対応携帯電話が発

売された当初から、BREW®対応携帯電話向けにゲームコンテンツを配信しており、この分野における経験やノウハウを蓄積し

てまいりました。この強みをもって今後もコンテンツ配信サービスを拡大していく方針でありますが、当社が配信するコンテ

ンツの利用者数が減少した場合は、当社の事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③インターネット関連の法制度について 

当社が事業展開しているインターネット市場は、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律」いわゆるプロバイダ責任軽減法が施行され、また、「不正アクセス行為の禁止などに関する法律」、「犯罪捜査

のための通信傍受に関する法律」、「電子署名及び認証業務に関する法律」など、インターネットにおいて事業を行う上で直

接または間接的に関連する法制度が整備されつつあります。これらの法規制の進展によっては、当社の事業戦略及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

２. 事業内容に関するリスク 

（1）オンラインゲーム事業に関するリスク 

①特定製品への依存 

当社は、オンラインゲーム事業において、オンラインゴルフゲーム『スカッとゴルフ パンヤ』を運営しております。当

社は、韓国のHanbitSoft社との間で、『スカッとゴルフ パンヤ』のライセンス契約を締結しておりますが、この契約内容

が不利な条件に変更されたり、契約更新が行われない場合には、当事業の事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

②投資回収期間について 

当社のオンラインゲーム事業においては、ライセンサーとオンラインゲームの配信・運営等に係るライセンス許諾契約を

締結しますが、契約締結時において、アドバンスと言われる一時金の支払や、ミニマムギャランティと言われる最低保証額

などの初期投資費用が発生する場合があります。また、当該オンラインゲームを有料化した際には、ライセンサーに対して

配信・運営等に係るロイヤリティを支払うランニングコストも発生します。今後、オンラインゲーム市場の拡大に伴い競争

が激化した場合には、配信・運営等に係るロイヤリティ料率が上昇する可能性も否めません。また、『スカッとゴルフ パ

ンヤ』は既に初期投資費用を回収しているものの、今後新規にリリースするオンラインゲームについては、初期投資費用の

回収までに長期間を要する場合もあります。従って、当社の計画通り会員数獲得が推移せず投資回収期間が長期化した場合

などには、当事業の事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



（2）モバイルコンテンツ事業に関するリスク 

①特定の取引先への依存 

当社は、携帯電話端末向けのモバイルゲームコンテンツを、キャリアを通して、一般ユーザーに配信しております。当社

は市場動向及び競合状況を鑑みて事業展開しておりますが、現状ではＫＤＤＩ株式会社向けのコンテンツ配信のみとなって

おります。なお、ＫＤＤＩ株式会社との良好な関係の維持に十分留意しておりますが、事業方針の変更や、契約の更新内

容、また、契約が更新できなかった場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②回収できない情報料の取扱について 

当社がＫＤＤＩ株式会社と締結した「情報料回収代行サービスに関する契約書」においては、ＫＤＤＩ株式会社の責に帰

すべき事由によらずに情報料を回収できない場合は、当社へ、その旨通知し、その時点をもって当社に対する情報料代行義

務は免責されることとなっております。当社はＫＤＤＩ株式会社から情報料未納者に関する情報の開示を受け、未納者に情

報料を直接請求することができます。しかしながら、回収できなかった情報料について当社が自ら請求することは、回収の

ための諸経費を鑑みると費用対効果の点から不合理であると判断しており、未納者からの料金回収を行っておりません。回

収できなかった情報料が、当社の業績に与える影響は軽微でありますが、今後このような未納者数が増加した場合、当社の

事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

３. 事業体制に関するリスク 

（1）個人情報の保護について 

個人情報の権利利益を保護することを目的とした法令には「個人情報の保護に関する法律」があり、同法の個人情報を取

り扱う事業者を直接規制する部分については、平成17年４月１日より施行されております。 

当社のウェブサイト上で一部サービスを利用するにあたり、氏名、住所、電話番号、メールアドレス等の個人情報の登録

が必要となります。また、コーポレートゲームサービスにおいて、クライアント企業が独自に収集した個人情報をその個人

情報提供者の承諾の下で、一時的に保有することがあります。こうした情報は当社において守秘義務があり、個人情報の取

扱については、データへのアクセス制限を定める他、外部からの侵入防止措置等の対策を施しております。しかし、このよ

うな対策にも拘わらず、外部からの不正アクセス等により当社の個人情報が社外に漏洩した場合には、損害賠償、社会的信

用の失墜等により、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（2）知的財産権の確保について 

当社は、オンラインゲームを中心とするコンテンツについて、ライセンサーからのライセンス許諾を受けてコンテンツを

利用しているため、知的財産権の確保に特に留意し、事前に調査を行っております。しかしながら、当社の調査範囲が十分

かつ妥当であるとは保証できません。当社は、現時点で第三者の知的財産権の侵害の事実はないと認識しておりますが、故

意によらず、第三者の特許等が新たに登録された場合、また当社が認識していない特許等が成立している場合、当該第三者

から損害賠償又は使用差止等の請求を受ける可能性、並びに当該特許等に関する対価の支払い等が発生する可能性がありま

す。このような場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（3）ユーザーの嗜好・ニーズへの対応について 

当社の提供するサービスは一般消費者に向けて展開していることが多いため、当社の業績は、ライフスタイルの変化等に

よって多様化したユーザーの嗜好・ニーズに左右される可能性があります。当社は、サービス開始前に入念にマーケティン

グを実施しておりますが、ユーザーに対して、魅力あるオンラインゲーム、モバイルコンテンツ、コミュニティサイト等を

提供していくことができない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



（4）プログラム不良について 

当社が係るサービスに関するプログラム、その他のソフトウェア又はハードウェアに不良箇所が発生した場合、これら製

品を使用したサービスの中断・停止やコンテンツ及びユーザーデータの破損が生じる可能性があります。当社では、サービ

スを開始する前に社内において入念なチェックを行っておりますが、このような事態が発生した場合、損害賠償や信用低下

等によって、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（5）システムダウンについて 

当社の事業の多くが、パソコンやコンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークやサーバー等のハードウェアを介しての

サービス提供を行っております。これらハードウェアに関しては、一時的なアクセス集中によるサーバー負担の増加、自然災

害、事故、外部からの不正な侵入等の犯罪等により、システムダウンが生じる可能性があります。当社は、24時間監視体制な

ど適切なセキュリティ手段を講じて外部からの不正アクセスを回避するよう努めていると共に、迅速な復旧対応に備えるべく

システムの二重化等の対策を施しております。しかし、このような対策にも拘わらず、何らかの理由により重要なデータが消

失または漏洩した場合、またはサービスが利用できなくなった場合、損害賠償や信用低下等によって、当社の財政状態及び経

営成績に影響を与える可能性があります。 

  

（6）技術革新について 

 当社が展開しているオンラインゲーム及びモバイルコンテンツ、インターネット関連の業界は、携帯電話やパソコンのハー

ドウェアの高機能化に代表されるように技術革新のスピードが速く、それに伴うサービスモデルの変更や、新機能に対応した

ソフトウェア及びコンテンツを開発する必要が生じる等、非常に変化の激しい業界となっております。このような状況の中

で、当社が競争力を維持するためには、目覚しい技術革新に対応することが重要となり、研究開発費等の費用負担が多大に発

生する可能性は否定できません。また競合先が開発したサービスにより、当社の提供するサービスが陳腐化し、当社の競争力

低下を招く可能性があります。このような場合には、当社の事業戦略及び経営成績は影響を受ける可能性があります。 

  

４. 会社組織に関するリスク 

（1）業歴が浅いことについて 

 当社は、平成13年5月に設立されており、設立後の経過期間は５年程度と社歴が浅く、また主力事業であるオンラインゲー

ム事業は、平成16年11月期より本格的に展開を行っており、業歴が浅いことは否定できません。そのため、期間業績比較等

を行うための財務数値が十分とは言えず、当社の過年度の経営成績は、今後の当社の事業展開、経営成績並びに財政状態を

判断する材料としては、慎重に検討される必要があります。 

  

（2）組織体制及び人的資源について 

当社は、小規模組織で事業展開しており、内部管理体制も規模に応じた形となっております。従いまして、当社が今後成

長していくためには、一層の内部管理体制の充実と、今後事業の拡大及び事業内容の多様化等に対応した人材確保が重要で

あると認識しております。また、オンラインゲーム業界は、歴史が浅いため、オンラインゲーム事業に携わった経験を持つ

人材が非常に少なく、当社は、人材の育成も重要であると認識しております。 

今後、事業の拡大に伴い、適切な時期に人員増強及び内部管理体制の一層の充実を図る方針でありますが、人材の確保及

び内部管理体制の充実が円滑に進まなかった場合、又は既存の人材が社外に流出した場合、当社の事業戦略及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  



５.  親会社である㈱アエリアとの関係について 

  

（1）企業集団の概要について 

当社は、本書提出日現在、㈱アエリアの連結子会社であります。なお、㈱アエリアは、引き続き当社の筆頭株主とな

り、当社の株主総会の決議事項について決定させる地位を維持することとなります。当社は引き続き㈱アエリアの連結子

会社としてアエリアグループに属することを想定しておりますが、㈱アエリアの方針によってはアエリアグループと当社

との関係に変化が生じ、当社の今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

 現状アエリアグループ内では、各社の位置付けが明確に異なっておりますが、現時点では想定していないものの、㈱ア

エリアが今後実施するＭ＆Ａ等、将来における環境変化等によりアエリアグループと当社との関係に何らかの変化が生じ

た場合には、当社の事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（2）取引関係について 

   親会社等の取引に関しましては、後述の「関連当事者との取引」に関する注記事項に記載しております。 

  

６．資本政策に関するリスク 

  

新株予約権行使による株式価値希薄化のリスクについて 

当社は、役員及び従業員に対して、新株予約権の付与を行っております。当該新株予約権は、平成17年５月31日開催の臨

時株主総会で特別決議されたものであります。今後、付与された新株予約権の行使が行われた場合、一株当たりの株式価値

が希薄化する可能性があります。平成18年２月28日における新株予約権による潜在株式数は8,325株であり、発行済株式総

数76,200株の10.93％に相当します。なお、当該新株予約権の権利行使期間は平成17年7月30日から平成19年1月29日であり

ます。 

 また、平成18年３月25日開催の株主総会において、1,500株を上限とする新株予約権の発行を決議しております。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

  

当社が技術援助等を受けている契約 

   (注)上記についてはサービス開始後ロイヤリティとして売上高の一定率を支払うこととなっております。 

  

６【研究開発活動】 

  

該当事項はありません。 

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間 

HanbitSoft,Inc. LICENSE AGREEMENT 

オンラインゴルフゲーム
『スカッとゴルフ パン
ヤ』の日本での独占配信ラ
インセンス契約 

商用サービス開始より２年
間、以降１年間自動更新 

NDoors Inc. LICENSING AGREEMENT 
オンラインゲーム『君主』
の日本での独占配信ライン
センス契約 

商用サービス開始より２年間 

Invictus Games 
Ltd. 

LICENSE AGREEMENT 

オンラインゲーム『Cross 
Racing  Championship』の
日本での独占配信ラインセ
ンス契約 

商用サービス開始より３年
間、以降１年間自動更新 

ESTsoft Corp. 
CABAL ONLINE 
ライセンス契約 

オンラインゲーム『CABAL 
ONLINE』の日本での独占配
信ライセンス契約 

商用サービス開始より２年
間、以降は２年間の自動更新 

テクモ株式会社 
オンラインゲーム国
内配信に関する基本
契約 

オ ン ラ イ ン ゲ ー ム
『Monster  Farm  Online』
の日本での独占配信ライセ
ンス契約 

商用サービス開始より３年
間、以降は１年間の自動更新 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、当社の財務諸表に基づいて分析した内容です。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積もり 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。重要となる会計方

針については、「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1) 財務諸表 重要な会計方針」に記載のとおりであります。なお、この

財務諸表を作成するにあたり一部概算数値を使用しておりますが、概算数値には不確実性が伴う為、実際の数値が概算数値と

異なる場合があります。概算数値につきましては、過去の実績に基づき一定の方法により算出しており、この結果は資産・負

債、収益・費用の数値に反映されております。これらの概算数値については、定期的に吟味し必要に応じて算出方法の見直し

を行っております。 

  

(2) 経営成績について 

① 売上高 

 当事業年度の売上高は1,263,909千円（前年同期比940,267千円増加）となりました。 

 オンラインゲーム事業につきましては、売上高は1,119,609千円（同965,896千円増加）となりました。前期に引き続きオ

ンラインゴルフゲームの『スカッとゴルフ パンヤ』のサービス展開及び新規タイトルの開発に注力してまいりました。

『スカッとゴルフ パンヤ』は韓国のHanbitSoft社とライセンス契約の締結を受け、平成16年11月より正式サービス（有料

課金）を開始いたしました。積極的な展開により会員数の伸びは順調に推移し続け、当事業年度末での会員数は106万人（前

期末比135.6％増）となりました。また、ゲーム内の通貨を購入することによって収益を上げる「アイテム課金」モデルにお

いて、付加価値の高いゲーム内アイテムの商品開発に注力し、売上高についても会員数の増加とともに増大させることがで

きました。また、平成17年12月には新規タイトル『君主』のオープンベータサービスを開始し、当社がオンラインゲーム配

信企業として、トップブランドの地位を確立するために積極的なコンテンツ獲得を行ってまいりました。 

 さらに、平成17年７月から無料サービスを展開しているコミュニティサイト『プチコミ』において、当社オンラインゲー

ムとの相互の会員誘導を促し、より密度の高い当社のオンラインコミュニティを形成してまいりました。 

 モバイルコンテンツ事業につきましては、売上高は144,300千円（同25,629千円減少）となりました。当事業年度において

は月額課金型モデルのコンテンツの展開を図ってまいりました。特に、当事業年度後半にかけては、いくつかのタイトルに

おいてダウンロード型課金モデルより月額型課金モデルへの移行を図り、月額型課金タイトルを充実させることで長期的な

収益力を増加させることを目指しました。そのために、既存ダウンロード型課金タイトルである『わくわくテニス』『わく

わくドッヂボール』『異種格闘技バトル』『超攻撃テニス３Ｄ』『わくわくエアーホッケー』を月額型課金タイトル『※ス

ポーツならココ』プレミアムサイト内に移行させたほか、月額型課金モデルの新たなジャンルとして対戦型ゲームを提供す

る『※対戦ならココ』サイトの導入を行い、多様なコンテンツ提供を推進して参りました。『※対戦ならココ』では、『対

戦リバーシ』『対戦花札』『対戦麻雀』『対戦ポーカー』『キャノンバトル』の５タイトルをリリースし、また、前事業年

度からの既存サイト『※スポーツならココ』における『わくわくゴルフ２』、『※ＲＰＧならココ』における『無双』『無

双 巻の二』をリリースし、コンテンツ数の一層の充実を図っております。 

  

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は全体で555,454千円（同398,771千円増加）となりました。売上高に占める売上原価の割合は全体で43.9％とな

りました。このうち、オンラインゲーム事業においては、『スカッとゴルフ パンヤ』売上高の増加に伴いロイヤリティ等

変動費が増加いたしました。 

 販売費及び一般管理費は248,845千円（同195,800千円増加）となり、売上高に占める割合は19.7％となりました。主な内

訳は、支払手数料146,826千円（同113,069千円増加）及び広告宣伝費32,112千円（同25,996千円増加）であります。支払手

数料は、オンラインゲームの決済代行会社への手数料等によるものであり、広告宣伝費はオンラインゲームのＷＥＢ上の広

告宣伝等によるものであります。 

  



③ 営業利益 

 営業利益は459,609千円（同345,696千円増加）となり、売上高営業利益率は36.4％となりました。 

  

④ 経常利益 

 営業外収益は582千円（同5,810千円減少）となりました。これは当事業年度より消費税の課税事業者となったことが主な

要因となっております。 

 営業外費用は15,970千円（同15,744千円増加）となりました。これは上場準備に伴う公開関連費用が主な要因となってお

ります。 

 この結果、経常利益は444,221千円（同324,142千円増加）となり、売上高経常利益率は35.1％となりました。 

  

⑤ 当期純利益 

 当期純利益は266,889千円（同200,793千円増）となり、売上高当期純利益率は21.1％となりました。１株当たりの当期純

利益は3,598円40銭であります。 

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性について 

① キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は511,370千円になりました。当事業年度に

おけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において営業活動による資金の増加は399,213千円となりました。主な内訳としては、税引前当期純利益は

444,221千円であり、売上債権の増加95,794千円による資金の減少があったものの、仕入債務の増加40,347千円による資金の

増加がありました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動による資金の減少は145,625千円となりました。そのうち、有形固定資産の取得による支出が

13,185千円であり、これは主にサーバー購入によるものです。また、無形固定資産の取得による支出が132,439千円であり、

これは『プチコミ』『君主』及び『CABAL ONLINE』のライセンス取得による支出が主となっております。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動による資金の増加は209,470千円となりました。これは、主に公募増資に伴う資金の増加によ

るものであります。 

  

② 資産、負債及び資本 

 当事業年度末の資産は対前事業年度比で712,546千円増加し940,894千円となりました。このうち、現金及び預金は463,058

千円増加し511,370千円となりました。また、取引拡大により売掛金が対前事業年度比で95,795千円増加し244,176千円とな

りました。更に、オンラインゲーム事業における『プチコミ』『君主』及び『CABAL ONLINE』のライセンス取得が主な要因

となり固定資産が136,510千円増加し163,275千円となりました。 

 負債は386,511千円となり、対前事業年度比で244,356千円増加いたしました。これは売上増加に伴い、買掛金が40,347千

円増加し117,054千円となったこと、未払法人税等が105,819千円増加し165,322千円となったこと、及び消費税の課税事業者

となったことにより未払消費税が45,742千円となったことによるものであります。 

 資本合計は554,382千円となり、対前事業年度比で468,189千円増加いたしました。これは、平成17年12月20日に新株式発

行による公募増資を行ったため、資本金が80,410千円増加し100,410千円となり、資本剰余金が120,890千円増加し120,890千

円となったこと、利益剰余金が266,889千円増加し333,082千円となったことによるものであります。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当事業年度における当社の設備投資は145,625千円で、その内容は、オンラインゲーム事業において主に『プチコミ』及び『君

主』における工具器具備品(サーバー) 10,671千円、『プチコミ』におけるライセンス取得に係るソフトウェアとして10,000千

円、『君主』及び『CABAL ONLINE』におけるライセンス取得に係るソフトウェア仮勘定として120,172千円であります。 

   なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は平均人員を( )外数で記載しております。 

３．本社事務所は賃貸物件でその概要は以下の通りであります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

（１）重要な設備の新設等 

  （注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

（２）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

        （平成17年12月31日現在）

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
(人) 建物 工具器具備品 ソフトウェア

ソフトウェア
仮勘定 

合計 

本社 
(東京都港区) 

サーバー 
ライセンス 
建物 

1,207 13,310 17,123 120,172 151,812 
14
(9)

事業所名 床面積 年間賃借料（千円）

本社 241.70㎡ 6,383

          （平成17年12月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業部門 設備の内容 

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
総額
（千円） 

既支払額
（千円） 

本社 
オンライン 
ゲーム事業 

オンラインゲーム 
制作投資（ライセ
ンス等） 

307,950 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月

オンラインゲーム 
開発・運営機器
（サーバー等） 

70,525 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成18年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ27の規定に基づく新株予約権 

平成17年５月31日臨時株主総会特別決議 

(注)１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整するものと

し、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。ただし、本項による調整は、当該株

式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数においてのみ行われるものと

する。 

        調整後株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 296,000 

計 296,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成17年12月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成18年３月27日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 76,200 76,225
札幌証券取引所 
アンビシャス 

－ 

計 76,200 76,225 － － 

区分 
最近事業年度末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 8,350（注）５ 8,325（注）５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,350（注）１、５ 8,325（注）１、５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 28,335（注）２ 同左（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月30日より
平成19年１月29日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 29,553
資本組入額 発行価格の1/2 

同左 
  

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡および質
入等の処分を行うことがで

きない。 
同左 



２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる1円未満の端数は切上げる。 

  

  

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。 

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、1円未満の端数は切上げる。 

  

  

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

３．新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役・監査役・外部協

力者もしくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があ

ると当社が認めるときはこの限りではない。 

(2）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は条件を満たす場合に限り承認する。 

４．新株予約権の消却について 

(1）当社が消滅会社となる合併または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転が行われるときは、新株

予約権を無償で消却することができる。 

(2）新株予約権の付与を受けた者が当社または当社子会社を退職した場合には、取締役会の決議をもって、当該新

株予約権者の有する新株予約権の全部を無償で消却するものとする。 

５．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．会社設立によるものであります。 

   ２．平成17年４月６日開催の取締役会決議により、平成17年４月22日をもって１株を37株に分割いたしました。 

   ３．平成17年６月16日開催の取締役会決議により、平成17年７月２日をもって１株を５株に分割いたしました。 

   ４. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

     発行価格   100,000円 

     引受価格    91,500円 

     発行価額    73,100円 

資本組入額   36,550円 

払込金総額 201,300千円 

   ５. 平成18年１月１日から平成18年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が25株、資本金及び資本

準備金がそれぞれ369千円増加しております。  

    既発行 

株式数 
× 
調整前 

行使価額 
＋ 
新規発行又は

処分株式数 
× 
1株当り払込金額 

又は処分価額 

 

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

年月日 
発行済株式
総数増減数
(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増減
額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成13年５月17日
（注）１ 

400 400 20,000 20,000 － － 

平成17年４月22日
（注）２ 

14,400 14,800 － 20,000 － － 

平成17年７月２日 
（注）３ 

59,200 74,000 － 20,000 － － 

平成17年12月20日 

（注）４ 
2,200 76,200 80,410 100,410 120,890 120,890 



(4）【所有者別状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が312株あります。 

  

          平成17年12月31日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 その他の法人

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 2 5 62 6 3 3,266 3,344 －

所有株式数
（株） 

－ 61 148 56,712 1,152 42 18,085 76,200 －

所有株式数の
割合(％) 

－ 0.08 0.19 74.43 1.51 0.06 23.73 100.0 －

    平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住 所 所有株式数 

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％） 

株式会社アエリア 東京都港区赤坂3丁目16番11号 55,559 72.91 

長嶋 貴之 東京都港区赤坂3丁目16番11号  5,246 6.88 

小林 祐介 東京都港区赤坂3丁目16番11号  4,136     5.43 

タスカンキャピタルエルエルシー 910 FOULK ROAD,SUITE 201,WILMI 

NGTON DE 19803 U.S.A 

 1,042 

  

1.37 

  

株式会社日本ブレーンセンター 東京都渋谷区千駄ヶ谷1丁目25-9-203  260 0.34 

有限会社ハイ・パフォーマンス 東京都千代田区内幸町1丁目1番１号  260 0.34 

須田 仁之 東京都港区赤坂3丁目16番11号  258 0.34 

三宅 朝広 東京都港区赤坂3丁目16番11号  218 0.29 

志水 冨美子 東京都港区赤坂3丁目16番11号  147 0.19 

小林 詩子 東京都港区赤坂3丁目16番11号  127 0.17 

計 ― 67,253 88.26 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が312株含まれております。なお、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数312個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  平成17年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 76,200 76,200 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 76,200 － － 

総株主の議決権 － 76,200 － 

    平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び商法第

280条ノ21の規定に基づき、平成18年３月25日第５回定時株主総会終結の時に同日現在在籍する当社使用人に対して特に有利

な条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年３月25日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（注）１. 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、

調整の結果生じる1株未満の端数については、これを切捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、また当社が新設分割もしくは

吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２. １株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立していない日を除く)におけ

る札幌証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額(1円未満の端数は切り上げ)とす

る。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値(取引が成立しない場合はその直近日の終値)を下回る場合は、当該終

値とする。 

決議年月日  平成18年３月25日 

 付与対象者の区分及び人数（名）  従業員 
 なお、人数等の詳細については定時株主総会以後の 
取締役会にて決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株）  1,500株を上限とする。（注）１. 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）２. 

新株予約権の行使期間  自 平成20年３月26日 
 至 平成25年３月25日 

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において
も、当社の取締役、監査役、従業員のその他これに準ず
る地位にあることを要す。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場合
はこの限りではない。 
②新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続
人がこれを行使できるものとする。 
③その他の条件については、当社株主総会及び取締役会決
議に基づき、当社と対象従業員との間で締結する「新株
予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも
のとする。 



 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により1株当たりの払込金額を調整

し、調整による1円未満の端数は切上げる。 

  

  

 また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使によるものを除く)は次の

算式により1株当たりの払込金額を調整し、調整による1円未満の端数は切上げる。 

  

  

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式から当社が保有する普通株式にかかる自己株式数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行による増加株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。 

  

  

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。当面は、企業体質の改善・強化と今後の

事業展開を勘案して内部留保の充実を図っていく所存であります。また、内部留保金の使途につきましては、新規コンテンツ

の獲得・開発を中心とした投資に使用していく方針であります。 

株主に対する利益還元につきましては、経営成績並びに企業体質の強化や積極的な事業展開を勘案しながら、利益配当を行

う方針であります。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャスにおけるものであります。 

なお、平成17年12月20日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありま

せん。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャスにおけるものであります。 

なお、平成17年12月20日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありま

せん。 

  

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） ― ― ― ― 800,000 

最低（円） ― ― ― ― 530,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） ― ― ― ― ― 800,000 

最低（円） ― ― ― ― ― 530,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
（株） 

代表 
取締役
会長 

  安田 剛 昭和47年４月24日生 

平成８年４月 イマジニア株式会社 入社 

平成13年５月 当社 代表取締役社長就任 

平成15年３月 当社 代表取締役会長就任（現任） 

10

代表 
取締役
社長 

  植田 修平 昭和46年４月18日生 

平成８年４月 イマジニア株式会社 入社 

平成12年９月 株式会社コミュニケーションオンライン 入社 

平成13年５月 当社 取締役就任 

平成14年10月 株式会社アエリア 入社（平成16年12月 退社） 

平成15年３月 当社 代表取締役社長就任（現任） 

30

取締役 
エンター
テイメント
事業本部長 

李 賢淑 昭和48年３月２日生 

平成９年４月 株式会社日本アイ・ジェイ・ティ 入社 

平成14年８月 株式会社コミュニケーションオンライン 入社 

平成14年10月 株式会社アエリア 入社（平成16年12月 退社） 

平成15年３月 当社 取締役就任（現任） 

－

取締役   森 健 昭和38年６月６日生 

昭和61年４月 株式会社日立製作所・情報通信事業部入社 

平成12年６月 Stanford Business School修士課程卒業(MS) 

 平成12年７月 OnFiber Communications Inc. 入社 

平成14年10月 のぞみフォトニクス株式会社 代表取締役就任 

平成17年１月 ZenShin Capital Partners LLC.  

Managing Member就任（現任） 

 平成17年９月 WR Hambrecht & Co Japan株式会社 

取締役就任（現任） 

平成17年９月 当社 取締役就任（現任） 

－

取締役   亀谷 泰 昭和45年９月22日生 

平成８年４月 イマジニア株式会社入社 

平成12年２月 株式会社コミュニケーションオンライン入社 

平成14年10月 株式会社アエリアソリューション事業本部長（現任） 

平成16年３月 株式会社アエリア 取締役就任（現任） 

平成18年３月 株式会社クロスゲームズ 代表取締役社長就任（現任） 

平成18年３月 当社 取締役就任（現任） 

100

常勤 
監査役 

  下川 和久 昭和33年９月14日生 

昭和62年10月 朝日新和会計社（現あずさ監査法人）入所 

平成11年３月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）退職 

平成11年４月 下川会計事務所設立 

平成17年６月 当社 監査役就任（現任） 

－

監査役   須田 仁之 昭和48年７月21日生 

平成８年４月 イマジニア株式会社 入社 

平成９年10月 ジェイ・スカイ・ビー株式会社（現スカイパーフェクト・

コミュニケーションズ株式会社）入社 

平成11年７月 株式会社コミュニケーションオンライン非常勤取締役就任 

平成11年８月 株式会社デジタルクラブ（現クラビット株式会社） 入社 

平成14年８月 株式会社コミュニケーションオンライン入社 取締役就任 

平成14年10月 株式会社アエリア 入社 取締役就任 

平成15年３月 株式会社アエリア 監査役就任 

平成15年３月 当社 監査役就任（現任） 

平成16年３月 株式会社アエリア 取締役就任（現任） 

平成16年６月 インターネットコム株式会社 監査役就任（現任） 

平成16年７月 株式会社アエリア 管理本部長（現任） 

平成17年11月 株式会社エアネット 監査役就任（現任） 

平成17年12月 株式会社アエリアファイナンス 代表取締役就任（現任） 

258



（注） 取締役 森健は、商法188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
（株） 

監査役   内海 靖浩 昭和16年３月10日生 

昭和39年４月 山種証券株式会社入社（現ＳＭＢＣフレンド証券） 

平成５年５月 株式会社山種調査センター常務取締役就任 

平成９年５月 株式会社キョウデン入社 

平成10年２月 株式会社大川入社 

平成12年12月 亜細亜証券印刷株式会社入社 

平成14年３月 東洋ビジネスコンサルティング株式会社入社 

平成15年１月 株式会社トレジャー・ファクトリー入社顧問 

平成15年５月 同社 常勤監査役就任（現任） 

平成18年３月 当社 監査役就任（現任） 

―

合計 398



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

（１）コーポレート・ガバナンスに対する考え方（方針）及び基本情報等 

 当社は、効率的な経営を行い、株主利益を最大化するとともに、当社サービスのユーザー等、当社に係るすべてのステークホ

ルダーに対する社会的責任を果たしていくことを重要課題と認識しております。そのためには健全で透明性の高い経営を維持す

る必要があり、コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠なものと考えております。 

 当社は、株式会社アエリアの連結子会社であり、適時開示、決算事務において連携をとるために情報共有をする必要がありま

す。したがって、それらの連絡系統について両社ともに効率よく円滑に行えるような体制作りをしていくことが肝要でありま

す。 

  

（２）会社経営上の意思決定、執行及び監督その他コーポレート・ガバナンス体制等の状況 

・機関構成、組織運営等に係る事項 

① 各機関及び各種委員会等の概要 

ａ．監査役設置会社又は委員会等設置会社の別 

当社は、監査役設置会社であります。 

ｂ．人員構成、会社と会社の社外取締役（監査役）等との関係 

ⅰ．取締役会等 

 取締役会は常勤取締役３名と非常勤取締役２名の計５名で構成されており、非常勤取締役１名は社外取締役でありま

す。非常勤取締役亀谷泰氏は親会社である株式会社アエリアの取締役であり、関係会社である株式会社クロスゲームズの

代表取締役であります。また、当社の株式を保有しております。 

ⅱ．監査役会 

 監査役会は常勤監査役１名と非常勤監査役２名の計３名で構成され、３名とも社外監査役であります。社外監査役須田

仁之氏は親会社である株式会社アエリアの取締役、関係会社であるインターネットコム株式会社の監査役、関係会社であ

る株式会社エアネットの監査役、及び関係会社である株式会社アエリアファイナンスの代表取締役を兼務しております。

また、当社の株式を保有しております。 

ⅲ．内部監査 

経営管理室（人員１名）によって内部監査が行われております。 

ⅳ．会計監査人 

会計監査人として、中央青山監査法人より会計監査を受けております。 

② 取締役及び監査役の独立性 

ａ．独立取締役（監査役）の有無 

 独立取締役は、社外取締役の森健氏であります。独立監査役は、社外監査役の下川和久氏、及び社外監査役の内海靖浩氏

であります。 

ｂ．独立性についての判断理由等 

 これまで、当社と資本的関係、取引関係がないことから判断しております。 

③ 経営者に対するインセンティブ関係 

ａ．平成17年５月31日臨時株主総会決議及び平成17年７月14日取締役会決議において取締役３名及び監査役１名につき新株予

約権を発行しております。 

ｂ．役員報酬に関する開示の有無及び開示手段 

 当社における役員報酬の開示は各取締役に対する個別開示ではなく、取締役に対する総支払額を開示しております。開示

手段と致しましては今後、札幌証券取引所より出されているコーポレート・ガバナンスの充実に向けた上場制度における開

示制度に基づいて開示を行います。 

④ 社外取締役（監査役）のサポート体制 

 社外取締役のサポート体制と致しましては、管理本部の総務担当者をサポート専任者として任命し取締役会開催等の連絡業

務や他の取締役との会談日程の調整を行っています。 

  



・各種機能に係る事項 

① 業務執行・監査・監督機能 

ⅰ．取締役会等 

 原則として毎月１回開催する定例取締役会のほか、随時必要な意思決定を行うため、臨時取締役会を招集、開催いたして

おります。 

ⅱ．監査役会 

 監査役会は、原則年間４回開催し、監査計画にもとづいて会計監査及び業務監査を実施しております。また、監査役は取

締役会等の重要会議に出席するほか、監査法人、内部監査部門と連携し、監査計画を策定し、それに基づき調査等を実行

し、業務、会計監査を行っております。 

ⅲ．内部監査 

 経営管理室によって内部監査計画を策定し、それに基づき各本部に対し調査等を実行し、監査を行っております。また、

内部監査人は監査役、会計監査人と積極的に意見交換し、効率的かつ効果的な内部監査を実施しております。 

ⅳ．会計監査人 

 会計監査人として、中央青山監査法人が決算ごとに会計監査を実施しております。 

 当期において業務を執行した公認会計士は、以下の通りであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員：小林 伸行、村山 憲二 

継続監査年数は７年以内であります。 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士３名、会計士補２名 

② 報酬決定機能 

 役員報酬に関しては、株主総会で総額の上限を決議しております。取締役の個別の報酬については、取締役会にて決議され

ます。また、監査役の個別の報酬については、監査役会にて決議されます。 

  

役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

  

監査報酬の内容 

 当事業年度における当社が中央青山監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は以下のとおりであ

ります。 

  

（３）株主その他ステークホルダーとの関係等 

・株主総会の活性化に向けての取組み状況 

 当社における株主総会の活性化策と致しましては、株主総会に多くの方が出席できるように、株主総会開催日について12月決

算会社の集中日を避けて土曜日の午後に開催をいたします。また株主総会終了後に会社説明会を開催し、株主に直接事業を理解

してもらう機会を設けます。 

・ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 当社は、ステークホルダーとの相互理解を深めるべくホームページ等の充実および会社情報・サービス情報の提供機会を高め

てまいります。 

  

  役員報酬：     

  取締役に支払った報酬 13,196千円  

  監査役に支払った報酬 1,500千円  

    14,696千円  

  公認会計士法第２条第１項に規定
する業務に基づく報酬 

5,600千円  

  上記以外の報酬 －千円  

    5,600千円  



（４）内部統制システムの整備状況及び基本方針及び整備・運用状況 

 内部統制システムの基本方針は、効率的な業務遂行を実現すること、コンプライアンスを徹底することを目的としており、そ

のための規程規則に基づいた業務フローが整備されております。これらは、内部監査によって定期的に運用状況が点検され、適

時、状況に応じた改善をできる体制となっております。 

  

（５）会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間 

 平成17年６月に下川和久氏を常勤監査役として招聘いたしました。これと同時に監査役会制度を導入して、監査機能の強化を

図りました。同氏は就任後、常勤監査役として会社の業務・会計監査について取締役会出席や業務執行の調査を行ってまいりま

した。 

 平成17年９月に森健氏を社外取締役として招聘いたしました。同氏は就任後、中立な立場から業務執行の監督としての役割を

担ってまいりました。同時に、組織変更を行い内部監査部門を独立し設置することによって、内部監査体制の更なる強化を図り

ました。 

 平成18年３月に亀谷泰氏を取締役として招聘し、内海靖浩氏を監査役として招聘いたしました。これは、当社の著しい業務拡

大を受け、更に内部統制を強化するために取締役及び監査役の人員の充実を図ることを目的としております。 

  



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府」（平成16年１月30日内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び当事業年

度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成17年11月17日提出の有価証券届出書に添付されたものによっております。 

  

３．連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

                

    前事業年度 当事業年度 

    （平成16年12月31日） （平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

金額（千円） 
構成比 

（％） （％） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金    48,311   511,370   

２．売掛金    148,381   244,176   

３．前払費用    －   6,998   

４．繰延税金資産    4,837   12,227   

５．その他    53   2,846   

流動資産合計    201,583 88.3  777,619 82.6 

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1）建物   －   1,271    

減価償却累計額   － －  63 1,207   

(2）工具器具備品   6,161   18,075    

減価償却累計額   1,029 5,131  4,765 13,310   

 有形固定資産合計    5,131 2.2  14,517 1.6 

２．無形固定資産          

(1）ソフトウェア    20,439   17,123   

(2）ソフトウェア仮勘

定 
  －   120,172   

 無形固定資産合計    20,439 9.0  137,295 14.6 

３．投資その他の資産          

(1）長期前払費用   －   913   

(2）繰延税金資産    1,194   5,115   

(3）敷金保証金   －   5,431   

 投資その他の資産合計    1,194 0.5  11,461 1.2 

固定資産合計    26,765 11.7  163,275 17.4 

資産合計    228,348 100.0  940,894 100.0 

           



  

  

    前事業年度 当事業年度 

    （平成16年12月31日） （平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

金額（千円） 
構成比 

（％） （％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金 ※１  76,707   117,054   

２．未払費用   3,727   31,878   

３．未払法人税等   59,503   165,322   

４．未払消費税等   －   45,742   

５．預り金   －   16,117   

６．その他 ※１  2,216   225   

  流動負債計   142,155 62.2  376,341 40.0 

Ⅱ 固定負債         

 １．新株予約権   －   10,170   

固定負債合計   － －  10,170 1.1 

負債合計   142,155 62.2  386,511 41.1 

（資本の部）          

Ⅰ 資本金 ※２  20,000 8.8  100,410 10.7 

Ⅱ 資本剰余金          

１．資本準備金   －   120,890    

資本剰余金合計    － －  120,890 12.8 

Ⅲ 利益剰余金          

 １．当期未処分利益   66,193   333,082    

  利益剰余金合計    66,193 29.0  333,082 35.4 

資本合計    86,193 37.8  554,382 58.9 

負債及び資本合計    228,348 100.0  940,894 100.0 

           



②【損益計算書】 

  

    

前事業年度 当事業年度 

（自 平成16年 1月 1日 （自 平成17年 1月 1日 

  至 平成16年12月31日）   至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 

金額（千円） 
百分比 

（％） （％） 

Ⅰ 売上高    323,642 100.0  1,263,909 100.0  

Ⅱ 売上原価 ※１  156,683 48.4  555,454 43.9 

売上総利益    166,959 51.6  708,455 56.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  53,045 16.4  248,845 19.7 

営業利益    113,913 35.2  459,609 36.4 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   0   4   

２．消費税免税額   6,379   －   

３．その他   12 6,392 2.0 578 582 0.0 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   226   －   

２．新株発行費   －   1,861   

３．公開関連費用   －   13,456   

４．為替差損   －   562   

５．その他   － 226 0.0 90 15,970 1.3 

経常利益    120,079 37.2  444,221 35.1 

税引前当期純利益    120,079 37.2  444,221 35.1 

法人税、住民税及び事業税   60,014   188,644    

法人税等調整額   △6,031 53,982 16.7 △11,312 177,332 14.0 

当期純利益    66,096 20.5  266,889 21.1 

前期繰越利益    96   66,193  

当期未処分利益    66,193   333,082  

          



売上原価明細書 
  

  

  

    

前事業年度 当事業年度 

（自 平成16年 1月 1日 （自 平成17年 1月 1日 

  至 平成16年12月31日）   至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 
金額（千円） 

構成比 

（％） （％） 

Ⅰ 支払ロイヤリティ   116,998 74.7 462,883 81.9 

Ⅱ 労務費   7,023 4.5 42,882 7.6 

Ⅲ 外注加工費   16,633 10.6 7,462 1.3 

Ⅳ ソフトウェア償却費   ― ― 15,554 2.8 

Ⅴ その他   16,028 10.2 36,074 6.4 

合計   156,683 100.0 564,858 100.0 

  他勘定振替高   ―  9,403  

売上原価   156,683 555,454  



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    

前事業年度 当事業年度 

（自 平成16年１月１日 （自 平成17年１月１日 

至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

金額（千円） 金額（千円） 
番号 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   120,079 444,221

減価償却費   6,858 19,382

受取利息及び受取配当金   △0 △4

支払利息   226        －

売上債権の増加額   △ 124,900 △95,794

仕入債務の増加額   65,125 40,347

未払消費税等の増加額   － 45,742

未払費用の増加額   2,328 28,150

その他の増減額   37 △12

小計   69,755 482,035

利息及び配当金の受取額   0     4

利息の支払額   △ 226   －

法人税等の支払額   △ 1,532 △82,825

営業活動によるキャッシュ・フロー   67,996 399,213

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出   △ 5,423 △13,185

無形固定資産の取得による支出   △ 26,475 △132,439

貸付による支出   － △470

貸付金の回収による収入   － 470

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 31,898 △145,625

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額   2,000 △2,000

株式の発行による収入   － 201,300

新株予約権の発行による収入   － 10,170

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  2,000 209,470

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   38,098 463,058

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   10,212 48,311

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 48,311 511,370

      



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

        

    
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年3月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年3月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 区分
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益    66,193 Ⅰ 当期未処分利益  
 333,082 

Ⅱ 次期繰越利益    66,193 Ⅱ 次期繰越利益  
 333,082 

      



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  (2) 無形固定資産 

会社所定の合理的耐用年数に基づ

く定額法によっております。但

し、サービス提供目的のソフトウ

ェアについては、見込収益獲得可

能期間に基づく定額法によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

２.繰延資産の処理方法   ―――――――――――― （1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

４．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

  

同左 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  （スプレッド方式による新株発行） 

――――――― 平成17年12月19日に実施した有償一般募集による新株

式発行（2,200株）は、引受証券会社が引受価額（91,500

円）で買取引受を行い、当該引受価額とは異なる発行価

格（100,000円）で、一般投資家に販売する「スプレッド

方式」によっております。「スプレッド方式」では、発

行価格と引受価額との差額の総額18,700千円が事実上の

引受手数料であり、この差額は、引受価額と同一の発行

価格で一般投資家に販売する従来の方式であれば、新株

発行費として処理されていたものであります。 

このため、従来の方式によった場合に比べ、資本金およ

び資本準備金の合計額と新株発行費がそれぞれ18,700千

円少なく計上され、また、経常利益および税引前当期純

利益はそれぞれ同額多く計上されております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度
（平成17年12月31日） 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

短期借入金         2,000 千円 

買掛金          40,226 千円 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

買掛金           27,570 千円 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式  1,600 株 

発行済株式総数 普通株式   400 株 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式  296,000 株 

発行済株式総数 普通株式  76,200 株 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

支払ロイヤリティ  85,193 千円 

※１  ―――――――――――――― 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は76％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

24％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は73％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

27％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
  

役員報酬 3,656千円

支払手数料 33,757千円

広告宣伝費 6,116千円

業務委託費 7,200千円

役員報酬 14,696千円

従業員給与賞与 13,660千円

支払手数料 146,826千円

広告宣伝費 32,112千円



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） 

（千円） 

現金及び預金勘定      48,311 

現金及び現金同等物     48,311 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） 

（千円） 

現金及び預金勘定      511,370 

現金及び現金同等物     511,370 

  



（リース取引関係） 

リース取引は行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

 該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 4,837

計 4,837

繰延税金資産（固定）  

ソフトウェア償却超過額 1,194

計 1,194

繰延税金資産合計 6,031

（単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 12,227

計 12,227

繰延税金資産（固定）  

ソフトウェア償却超過額 5,027

その他 88

計 5,115

繰延税金資産合計 17,343

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 42.05％

（調整）  

住民税均等割 0.15％

留保金課税 3.22％

その他 △0.46％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.96％

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の１００分の５以下

であるため注記を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 同社における通常の取引条件を勘案して、取引金額を決定しております。 

  

当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

同社における通常の取引条件を勘案して、取引金額を決定しております。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容又は
職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事実上
の関係 

親会社 
株式会社
アエリア 

東京都
港区 

資本金 
218,250 

WEB、モバイル
のシステム、コ
ンテンツ企画・
開発・運営 

（被所有）
直接 100 

役員
１名 

当社の
企画し
たコン
テンツ
を開発 

支払ロイヤ
リティ 

85,193   

業務委託費 7,200 買掛金 40,226

サーバーホ
スティング 

5,139   

資金の借入 22,000 短期借入金 2,000

借入金利息
の支払 

226 － －

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容又は
職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事実上
の関係 

親会社 
株式会社
アエリア 

東京都
港区 

資本金 
218,250 

WEB、モバイル
のシステム、コ
ンテンツ企画・
開発・運営 

（被所有）
直接72.91 

役員
１名 

当社の
企画し
たコン
テンツ
を開発 

支払ロイヤ
リティ 

68,359 

買掛金 27,570
サーバーホ
スティング 

22,500 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

第４期 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

第５期
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

  

  

１株当たり純資産額 215,483円34銭

１株当たり当期純利益金額 165,241円31銭

１株当たり純資産額 7,275円36銭

１株当たり当期純利益金額 3,598円40銭

潜在株式調整後1株当たり当期
純利益 

3,248円77銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

当社は、平成17年4月22日付をもって株式1株につき37株

の株式分割及び平成17年7月2日付をもって株式1株につき5

株の株式分割をそれぞれ行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の1株当たり情報については、以下のとおりとなります。 

  

第４期
（自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日） 

１株当たり純資産額  1,164円77銭

１株当たり当期純利益金額 893円20銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため、記載しており
ません。 

  
第４期

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

第５期 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 66,096 266,889 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 66,096 266,889 

期中平均株式数（株） 400 74,169 

    

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数 － 7,982 

 （うち新株予約権） － （7,982) 

 希薄化効果を有しないため潜在株式調整 
後1株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

  

第４期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第５期
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．平成17年4月6日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように

株式分割による新株式を発行しております。 

① 平成17年4月22日付をもって普通株式１株につき37株に分割し

ます。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   14,400株 

(2）分割方法 

平成17年4月22日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式

数を、１株につき37株の割合をもって分割します。 

② 配当起算日 平成17年１月１日 

  

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における

１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した場合の当期におけ

る１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

２．平成17年6月16日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように

株式分割による新株式を発行しております。 

① 平成17年7月2日付をもって普通株式１株につき5株に分割しま

す。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   59,200株 

(2）分割方法 

平成17年7月2日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式

数を、１株につき5株の割合をもって分割します。 

② 配当起算日 平成17年１月１日 

  

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における

１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した場合の当期におけ

る１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

第３期 第４期 

１株当たり純資産額 

1,357円89銭 

１株当たり当期純利益 

1,319円50銭 

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 

5,823円87銭 

１株当たり当期純利益 

4,465円98銭 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりま

せん。 

第３期 第４期 

１株当たり純資産額 

271円58銭 

１株当たり当期純利益 

263円90銭 

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 

1,164円77銭 

１株当たり当期純利益 

893円20銭 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりま

せん。 

  

―――――――――――― 

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

  



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

工具器具備品の増加       サーバーの購入       （10,671千円） 

ソフトウェアの増加       オンラインゲームライセンス （10,000千円) 

                サーバー用ソフト       (1,957千円） 

ソフトウェア仮勘定の増加    オンラインゲームライセンス (120,172千円) 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産   

   建物 － 1,271 － 1,271 63 63 1,207

工具器具備品 6,161 11,913 － 18,075 4,765 3,735 13,310

有形固定資産計 6,161 13,185 － 19,346 4,828 3,799 14,517

無形固定資産   

ソフトウェア 26,475 12,267 － 38,742 21,618 15,582 17,123

ソフトウェア仮勘定 － 120,172 － 120,172 － － 120,172

無形固定資産計 26,475 132,439 － 158,914 21,618 15,582 137,295

長期前払費用 － 1,096 － 1,096 182 182 913

繰延資産 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）1. 資本金及び株式払込剰余金の当期増加額並びに普通株式の当期増加は、以下の原因によるものであります。 

・ 平成17年4月22日付  株式分割 （１：３７） 

・ 平成17年7月2日付   株式分割 （１： ５） 

・ 平成17年12月20日付  有償一般募集増資 

【引当金明細表】 

      該当事項はありません。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 20,000 80,410 － 100,410

資本金のうち既
発行株式 

普通株式(注)１ （株） (400) (75,800) (－) (76,200)

普通株式 （千円） 20,000 80,410 － 100,410

計 （株） (400) (75,800) (－) (76,200)

計 （千円） 20,000 80,410 － 100,410

資本準備金及 
びその他資本 
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 
（注）１ 

（千円） － 120,890 － 120,890

計 （千円） － 120,890 － 120,890

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － －

（任意積立金） （千円） － － － －

計   － － － －



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１） 現金及び預金 

  

２） 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円）

現金 192 

預金 

普通預金 511,177 

合計 511,370 

相手先 金額（千円）

NHN Japan 株式会社 66,680 

GMOペイメントゲートウェイ株式会社 62,164 

株式会社ガマニアデジタルエンターテインメント 44,564 

株式会社ウェブマネー 33,911 

KDDI株式会社 19,272 

その他 17,582 

合計 244,176 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

148,381 1,327,105 1,231,310 244,176 83.5 54.0 



②流動負債 

１） 買掛金 

  

２） 未払法人税等 

  

(3）【その他】 

     該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

HanbitSoft,Inc. 89,222 

株式会社アエリア 27,570 

その他 262 

合計 117,054 

区分 金額（千円）

未払法人税 111,907 

未払住民税 23,364 

未払事業税 30,050 

合計 165,322 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注） 当社は、端株が生じた場合、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成いたします。なお、現在端株は生じておりま

せん。 

  

決算期 12 月 31 日 

定時株主総会 ３ 月 中 

基準日 12 月 31 日 

株券の種類 １株券、５株券、１０株券、５０株券、１００株券

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 ――――――――――――――

株式の名義書換  

取扱場所 
  
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
  
大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各本支店

  名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

取扱場所 
  
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
  
大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 
住友信託銀行株式会社      

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 電子公告ができない事由の場合は、日本経済新聞

株主に対する特典 該当する制度はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  
１【提出会社の親会社等の情報】 
  当社の親会社等である株式会社アエリアは、大阪証券取引所ヘラクレスに上場しており、継続開示会社であります。 

  

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)  有価証券届出書（一般募集による増資） 

   有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類 

   平成17年11月17日に関東財務局長に提出 

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年11月22日及び平成17年11月30日及び平成17年12月９日関東財務局長に提出 

   平成17年11月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3) 臨時報告書 

平成17年12月15日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条の２に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月９日

株式会社ゲームポット 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゲームポッ

トの平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゲームポッ

トの平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式分割による新株式を発行している。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 伸 行 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月２５日

株 式 会 社 ゲ ー ム ポ ッ ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゲームポッ

トの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゲームポッ

トの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 伸 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 
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